
「更なる成長を目指すお客さまへのサポート」の事例（全44事例）

銀行名 事例名 頁

北海道銀行 「2011ビジネスマッチングin瀋陽」商談会 1

青森銀行 事業価値を見極めた融資手法の拡充 5

青森銀行 （１）地場産業の育成支援（２）行政・大学との連携強化 6

青森銀行
（１）地域ファンド、助成金を活用した創業・新事業支援の強化（２）コンサルティング機能の強化（３）インキュベー
ション・マネージャーの養成

9

七十七銀行 地球温暖化へ取り組む取引先に対する支援 11

七十七銀行 医療法人の関連法人（ＭＳ法人）を活用した融資支援 12

七十七銀行 スタンドバイＬ／Ｃによる中国現地法人の現地での資金調達支援 13

秋田銀行 一般・産業廃棄物処理業者に対する新事業進捗支援（リサイクル事業への進出支援） 14

北都銀行 環境配慮型融資「ほくとエコファンド」の取扱開始 15

常陽銀行 製造技術革新支援を通したコスト競争力強化への取組み 16

筑波銀行 地域ベンチャー企業の育成、支援機能強化 17

筑波銀行 産学官との連携強化 18

筑波銀行 経営相談強化・ビジネスマッチング 19

群馬銀行 医療・食品・農業等有望分野の業種別担当設置による有望企業の発掘・育成 20

武蔵野銀行 飲食店の優良食材仕入・コスト削減を目指した農業参入支援 22

千葉銀行 ビジネスマッチング商談会の実施 23

東京都民銀行 成長段階における更なる飛躍が見込まれるお取引先へのサポート 25

横浜銀行 地域経済の成長基盤強化を担う取引先企業の取組みへの主体的なサポートと成長資金の積極的な供給 26

第四銀行 中小企業応援センターを活用した経営革新取組み支援 27

第四銀行 当行上海駐在員事務所の設立（平成23年３月10日） 28

北越銀行 製造過程で発生する不良品発生問題の解決を支援 29

八十二銀行 環境格付を活用した融資への取組み 30

北國銀行 中小企業応援センター事業による外部専門家活用の取組み 36

福井銀行 海外進出を検討しているＩ社に対するサポート 43

静岡銀行 「しずぎん成長分野応援プロジェクト」への取組み 45

三重銀行 三重県農林水産支援セミナーとの共催で「みえの食オンライン商談会」を実施 47

滋賀銀行
「環境ビジネス」に特化したビジネスマッチングの取り組み（「ネットワークのしがぎん」「ＣＳＲのしがぎん」に関す
る取り組み）

49

滋賀銀行 上海ビジネス商談会の開催（「アジアに強いしがぎん」に関する取り組み） 51

池田泉州銀行 中堅・中小企業に対するアジアチャイナビジネスのサポート 52

紀陽銀行 地元企業の人材採用活動サポート 53

但馬銀行 知的資産経営報告書作成支援 54

鳥取銀行 地方公共団体と連携した荷受港としての地元港の活用推進 55

中国銀行 取引先企業の海外ビジネス強化にむけた取組み 56

中国銀行 目利き能力向上にむけた取組み 57

中国銀行 ビジネスマッチングへの取組み 58

山口銀行 コンサルティング機能の発揮に向けた人材育成 59

山口銀行 地元企業の海外展開にかかるコンサルティング、ビジネスマッチングの実施 60

四国銀行 シナジーが見込まれるＭ＆Ａ譲受のサポート 61

筑邦銀行 各種商談会の開催 62

親和銀行
「フード・アグリアイランド九州2010」「長崎・佐世保・雲仙　こだわり食材商談会」「長崎・佐世保・雲仙　ゆめ市場
キトラスフェア」の主催・共催・後援

65

宮崎銀行 医業分野の継続的な取組み 73

宮崎銀行 農業分野への継続的な取組み 76

琉球銀行 県外での商談会の開催による地元企業の販路拡大支援 79

沖縄銀行 医業承継と病棟建替え支援 80

m-mekata
タイプライターテキスト
※１つの事例が複数の分野に掲載されている場合があります。



「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 北海道銀行） 

タイトル 「２０１１ビジネスマッチング in 瀋陽」商談会 

動機（経緯） 

・中国瀋陽で開催される商談会で、当行取引先企業と中国瀋陽市側企業との相互交流

の活性化を図るものであり、当行には瀋陽駐在員事務所があり、商談後のフォローも

十分対応可能であるため。 

・「食・寒冷地・環境」をテーマとした輸入、輸出、進出に加えて、今回は東日本大

震災により日本国内で品薄になっている製品の中国からの買い(輸入又は調達)ニー

ズに重点をおいた。 

取組み内容 

・今回の商談会コンセプトは中国からの買いニーズ(輸入または調達)がある日本企業

の情報収集を徹底。また、参加企業には事前に個別相談会を実施し、顧客ニーズを事

前に把握し、その内容を以って瀋陽駐在員事務所で中国側参加企業を探した。 

・顧客ニーズを提示し、時間をかけて中国企業を探すことにより、質のよい中国企業

を探すことができ、中国側から日本側への質問なども積極的に行われた。 

・商談会前には参加企業に商談予定の中国企業の情報を提示し、実績に繋がる商談会

になるよう事前準備をした。 

成果（効果） 

・道内からは 15 社（商談会には 14 社参加）が参加、商談会には中国企業が 70 社参

加、商談件数は 120 件。 

・参加企業のうち IT 関連企業が中国企業との販売代理契約を締結するなどの成果も

あり、またその他の参加企業においても継続して中国企業担当者との交渉なども続い

ている。 
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■商談会参加社　 14 社
■アンケート枚数 14 枚 （有効　14枚/無効　0枚）
■アンケート回収率 100.0%

１、【海外の商談会、展示会への参加について】

初めて 9
経験あり 5

２、【商談相手の来場について】

■平均面談数 7.6 件
■最少面談数. 3 件 面談数
■最多面談数 12 件 3社 1

4社 1
6社 3
7社 3
9社 2
10社 2
11社 1
12社 1

３、【商談の成果について】
（複数回答可） （社）
企業・商品・技術のアピールが出来た 8 57.1%

成約件数 1件 今後に繋がる商談が出来た 13 92.9%
成約見込み件数 11件 商談が成約した・成約見込みだ 6 42.9%

特に成約は無かった 3 21.4%
その他 0.0%

2011年度　ビジネスマッチングin瀋陽  アンケート結果

8

13

6

3

0 2 4 6 8 10 12 14

企業・商品・技術のアピールが出来た

今後に繋がる商談が出来た

商談が成約した・成約見込みだ

特に成約は無かった

その他

3社, 1
4社, 1

6社, 3

7社, 3
9社, 2

10社, 2

11社, 1
12社, 1

初めて

64%

経験あり

36%
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４、【商談時間について】
（社）

長い 0
短い 2
ちょうど良い 12

平均商談時間 ～　23分
＊商談時間返答企業 ～　5社

５、【商談会場について】

（社）
良かった 10
普通 4
変更した方が良い 0
分からない 0

６、【通訳のレベルについて】
よかった 8
普通 1
悪い
わからない

未記入 5

長い

0%

短い

14%

ちょうど良い

86%

良かった

71%普通

29%

変更した方が

良い

0%
分からない

0%

よかった

57%

普通

7%

悪い

0%

わからない

0%

未記入

36%
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７、【今回の商談会に関する満足度について】
初めて 経験あり 合計

■平均点 7.9 8.0 8 点
■最低点 6 7 6 点
■最高点 10 10 10 点
（10点満点） 初めて 経験あり 合計

6点 1 0 1 7.1%
7点 2 2 4 28.6%
8点 5 0 5 35.7%
9点 1 1 2 14.3%
10点 1 1 2 14.3%
計 10 4 14

８、【次回の参加について】
初めて 経験あり （社）

参加したい 6 3 9
内容次第 3 2 5
参加しない 0 0 0

９、【今後、展示会や商談会の参加を希望する国・地域について（複数回答可）】

（社） （地域/顧客数）
中国（大連・東北） 6 42.9%
中国（北京・華北） 4 28.6%
中国（上海・華東） 3 21.4%
中国（広州・華南） 2 14.3%

0 0.0%
3 21.4%
4 28.6%
4 28.6%

シンガポール 5 35.7%
5 35.7%
6 42.9%
0 0.0%

その他の東南アジア 1 7.1%
上記以外の国 0 0.0%
（複数回答可）

＊その他の東南アジア　・・・　インドネシア

以　上

タイ
ベトナム
インド

中国（内陸）
韓国
台湾
香港

6
4

3
2

0
3

4
4

5
5

6
0

1
0

0 1 2 3 4 5 6 7

中国（大連・東北）

中国（上海・華東）

中国（内陸）

台湾

シンガポール

ベトナム

その他の東南アジア

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初めて

経験あり

（社）

6

3

9

3

2

5

0

0

0

参加したい 内容次第 参加しない

0

1

2

3

4

5
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初めて
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 七十七銀行） 

タイトル 地球温暖化へ取り組む取引先に対する支援 

動機（経緯） 

・Ｃ社について、既存流通センターが老朽化したため、新たに物流拠点を

取得する情報を入手。 

・当該設備計画が、環境・省エネに配慮した施設である点に着目し、(財)

日本環境協会の利子補給制度の活用に向け支援を行い、利子補給金交付

対象事業として認定されたもの。 

取組み内容 

・Ｃ社は地元貢献度も高く、ＩＳＯ１４００１を取得済みで積極的に地球

温暖化に取り組んでいたものの、当該設備計画については利子補給制度

の活用を想定していなかった。 

・当行にて環境報告書、ＣＳＲ報告書を分析する中で、Ｃ社がＣＯ２排出

量を大幅に削減する計画を有しており、利子補給制度の活用を検討する

余地があることを確認。Ｃ社へ本制度の活用を提案した。 

・制度の活用に向け、ＣＯ２排出量削減計画等の確認およびアドバイスを

実施。また、環境省への確認等も行ない計画の策定を支援したところ、

利子補給金交付対象事業として認定された。 

成果（効果） 

・本件によりＣ社の地球温暖化への取り組みが一層強化され、地域貢献度

がさらに向上した。 

・利子補給金交付対象事業として認定されたことで、Ｃ社は資金調達コス

トの大幅な圧縮が図られた。 

・今回の拡張・合理化投資により、配送効率の改善が期待でき、在庫備蓄

能力の向上も図られたことで、大震災発生時における円滑な物資の流通

にも寄与し、社会的な貢献度も向上した。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 七十七銀行） 

タイトル 医療法人の関連法人（ＭＳ法人）を活用した融資支援 

動機（経緯） 

・ 医療法人Ｄにおいて、今後の事業拡大を睨んだ土地購入の情報入手。医

療・介護専担者による顧客とのヒアリングを通じ、関連法人Ｅを活用す

ることの優位性を提案。アドバイス内容が評価され、関連法人Ｅにて土

地購入および診療所の建設を実施。 

取組み内容 

・ 医療法人Ｄより、土地を購入して、事業拡大を図る計画内容を聴取。 

・ 医療法人Ｄとの面談において、将来的な事業承継を視野に入れた関連法

人Ｅ活用による土地購入、診療所（建物）建築を提案。 

・ 医療・介護専担者を中心にマーケット（競合・患者状況）調査し情報を

提供。 

・ 医療法人Ｄは顧問税理士とも相談し、当行提案による設備投資を実施。

資金については関連法人Ｅとともに当行より調達した。 

成果（効果） 

・ 医療法人Ｄの設備拡大計画において、関連会社活用による将来的な事業

承継も視野に入れた対策を実行できた。 

・ 医療法人Ｄではベッドの増床による来患者確保が可能となった。 

・ 医療施設の整備により、地域医療への貢献度が高まった。 

・ 当行においても、医療法人Ｄ、関連法人Ｅからの信頼度が向上し、与信

取引の拡大および個人取引も含めた総合取引の拡大が見込まれる。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 七十七銀行） 

タイトル スタンドバイＬ／Ｃによる中国現地法人の現地での資金調達支援 

動機（経緯） 

・ Ａ社中国現地法人は、上海等の百貨店内で婦人服を販売し、日本発の感

度の高いブランドとして現地の若い女性の人気を集め、中国各地のデパ

ートやショッピングモール等からテナント出店の要請が寄せられてお

り、中国国内での多店舗展開を検討していた。 

・多店舗展開に伴う開業資金等は、Ａ社現地法人のキャッシュフローを圧

迫するとともに、親会社からの借入も中国の資本規制等により一定額ま

でしか認められていないため、同社の多店舗展開の課題となっていた。

 

取組み内容 

・営業店と本部・上海駐在員事務所が連携し、中国国内での多店舗展開に

伴う開業資金等の調達に関する課題解決策について検討を実施。 

・当行が中国で貸出業務を行う地銀他行あてにスタンドバイＬ／Ｃを発

行することで、Ａ社現地法人の同行からの借入に対して当行が保証する

資金調達方法を提案し、現地での資金調達が実現した。 

 

成果（効果） 

・本件によりＡ社現地法人は、店舗開設に伴う資金を当行保証の下、現地

通貨での資金調達が可能となったほか、Ａ社現地法人のキャッシュフロ

ーの安定化に寄与した。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名  北都銀行） 

タイトル 環境配慮型融資「ほくとエコファンド」の取扱開始 

動機（経緯） 

・環境負荷の軽減に積極的な企業に対し必要な資金を供給し、エコ環境向

上への取り組みを促進するとともに、地域経済の発展に寄与することを

目的に取扱開始。（平成 23 年 1 月） 

取組み内容 

・平成 22 年 12 月に県内金融機関で初めて、環境省の「地球温暖化対策加

速化支援無利子融資利子補給金交付事業」の取扱金融機関に認定。 

・環境問題への積極的な取り組みの一環として、環境に配慮した取り組み

を行う事業者の方を評価する「環境格付制度」を新設。 

・一定の条件を満たす事業者の方を対象とした利子補給制度を活用するプ

ランと温室効果ガス排出削減効果が見込まれる資金に広く対応するプ

ランを設定。 

成果（効果） 

・Ａホテルの省エネ型エコホテルへの全館リニューアルの設備資金として

活用。 

・高効率空冷式パッケージ型空調機や個別空調システム、高効率エレベー

ター、ＩＨ調理器具、遮熱フィルム施工、屋上緑化など環境に配慮した

設備を多数導入。 

・リニューアル後の CO2 削減率は 20%を超え、大幅な省エネ効果に寄与。
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名   常陽銀行） 

タイトル 製造技術革新支援を通したコスト競争力強化への取組み 

動機（経緯） 

・Ａ社は、成長市場である医療・半導体装置に使用されるキーパーツのフ

ッ素樹脂部品加工業者で、複雑、微細加工を得意とし、その高い加工技

術力から大手発注企業からの信頼は厚い。  
【Ａ社の課題】  
・コスト高、コスト競争力～現行の加工方法が切削加工のため歩留まり悪

く、加工時間を要す。将来的にはアジア企業とのコスト競争を予想。  
⇒射出成形による一発成形を検討するも、フッ素樹脂は高温での流動性が

悪く、フッ素樹脂の射出成形技術が国内外とも存在しないことが判明。

 自社での技術開発を目指すにあたり、研究開発力・資金面の手当てが必

要となった。  

取組み内容 

【課題への対応】 

・当行が産業支援機関との連携のもと、地元大学・工業技術センター・川

下企業をコーディネートし、３年間の研究開発に着手した。 

・資金面については、戦略的基盤技術高度化支援事業※の認定取得をサポ

ートし、研究開発資金の資金調達の多様化に取組んだ。 
※中小企業ものづくり基盤技術に資する研究開発から試作段階までの取組みを促進

することにより、国際競争力の強化と新たな事業の創出を図ることを目的とした中

小企業庁の支援事業。 

成果（効果） 

【Ａ社にとっての成果】 

・自社だけでは困難な技術開発に取組むことができ、中長期的に通用するコ

ア技術確立による事業の成長ステージのステップアップが可能となった。

・技術革新を通したコスト競争力の飛躍的な向上が見込まれ、現状コスト

高で納入実績の少ない燃料電池・リチウムイオン電池のパーツなどの新

規市場開拓が期待される。 

【当行にとっての成果】 

・当社の新規市場開拓などに伴う取引拡大が今後見込まれる。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 筑波銀行） 

タイトル 地域ベンチャー企業の育成、支援機能強化 

動機（経緯） 

地域におけるベンチャー企業の育成並びに中小企業の技術開発及び新

規事業の展開を支援するため、ベンチャー企業支援強化を図り、地域経済

の活性化に取組む。 

取組み内容 

・ 出資先の「いばらきベンチャーファンド」では、茨城県等との連携を

取り、投資先企業の発掘に取組んだ。 

・ フューチャーベンチャーキャピタルが過去に組成した「つくばベンチ

ャーファンド」の投資先企業に対して状況把握を行った。 

・ 安田企業投資(株)が組成した「安田企業投資４号」へ出資しているこ

ともあり、１０月より企業の目利き向上と投資スキームを学ぶために

１名の出向者を送り、情報交換及び県内ベンチャー企業発掘を行っ

た。 

・ 医療介護の専門ファンド「アント・ケアビジネス２号」へ平成２２年

４月と平成２３年３月に合計１億円の追加出資を行った。 

・ １１月に行われたビジネス交流会にベンチャー企業が参加し、参加企

業との交流を深めることができた。  

成果（効果） 

【相手にとっての成果】 

・各ファンドの投資実績はファンド設立から平成２３年３月期までに

「つくばベンチャーファンド」１１社、投資金額３５９百万円、「い

ばらきベンチャーファンド」１２社、投資金額６５７百万円、「安田

企業投資４号」６７社、６,１１９百万円、「アント・ケアビジネス２

号」５社、２,４２６百万円となっている。 

【当行にとっての成果】 

・ベンチャー企業に対して、当行内に資金、顧客紹介を中心とした支援

サポートする部署（ビジネスソリューション室）が６月に発足し、そ

の存在を周知する事ができた。またベンチャーキャピタルへの出向者

を通じて、企業の目利きなどに役立っている。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 武蔵野銀行） 

タイトル 飲食店の優良食材仕入・コスト削減を目指した農業参入支援 

動機（経緯） 

・居酒屋など約 60 店展開するＡ社は、優良食材の仕入とコスト削減と 

いう課題に直面しており、低コストの優良食材を求め、農業支援を 

積極的に実施している当行へ相談となった。 

・Ａ社は、優良食材を仕入れる手段として、１店舗だが青果店を営んで 

おり、こだわり野菜を求める客層を確保していた。 

取組み内容 

・当行は、農業の最大の課題である販売先確保を自社グループ内で確保 

出来るＡ社が、農業へ参入するメリットが大きいと判断。Ａ社へ農業 

参入を提案し、検討を重ねた結果、農業へ参入することとなった。 

・農業経験の無いＡ社に対し、県内大手農業法人の売却情報を提供。当行

 は買収資金および買収したＢ社に対する運転資金を融資した。 

・農業参入後、生産した農産物は、まず利益率の高い直売を自社青果店で

実施し、売れ残った新鮮野菜は、翌日には自社飲食店にて利用すること

 を提案。現在、自社の生産計画による生産品目の管理を実施している。

成果（効果） 

・農業法人の買収による農業参入により、農業未経験をカバー出来、自社

 の経営方針に基づく、生産体制が構築された。 

・主業種である飲食店に於いても、自社農場が大きなＰＲ効果となり、 

 他店との差別化が図られ、売上増加した。 

・また当行に於いても、取引拡大に繋がったほか、大きなＰＲとなった。
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 千葉銀行） 

タイトル ビジネスマッチング商談会の実施 

動機（経緯） 

地域のリーディングバンクとしてお客さまの経営課題解決のためのソリ

ューションや、質の高いサービスを提供する。 

多様な企業ニーズの中でも、販路開拓や品揃えの充実、商品開発、業務効

率化など、いわゆるビジネスマッチングニーズは非常に多く、地域金融機

関としてこれらのニーズにこたえるべく、企業同士の「出会いの場」とし

て、ビジネスマッチング商談会を開催している。 

取組み内容 

当行では、平成 16 年度よりビジネスマッチング商談会やセミナーを積極

的に実施している。平成 22 年度は、今後成長の見込まれる分野等の商談

会やセミナーを開催した。 

○全国規模の展示商談会への参加 

 「ＦＯＯＤＥＸ ＪＡＰＡＮ２０１１」 

○地銀共催による広域的な商談会への参加 

 「地方銀行フードセレクション２０１０」 

○地域貢献活動の一環として地元大学と中小企業を結びつけるセミナー

を開催 

 「千葉県２９大学合同就職セミナー２０１０」 

○観光・アグリビジネスに関するセミナーや商談会を開催 

 「第２回千葉県観光ビジネス商談会」 

 「第１回ちばぎん外国人観光客誘致セミナー」 

「ちばぎんアグリ商談会」 

○当行単独による商談会を開催 

大手スーパーのバイヤーとの商談の場を提供する個別商談会を開催 

○「商談会シート」の活用 

  出展者の伝えたい情報とバイヤーの知りたい情報を効率的・効果的に

マッチングさせるため、各種商談会で「商談会シート」を活用 

成果（効果） 

【お客さまにとっての成果】 

各種商談会で、来場するバイヤーとの販路開拓等の商談による売上増加。

セミナーや研修で得た知識習得による経営改善・効率化の実践。 

【当行にとっての成果】 

ビジネスマッチング商談会は当行にとって他行差別化・取引先との信頼関

係構築の強力な武器であり、その取組みを強化することにより取引を拡大

することが出来た。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 北國銀行） 

タイトル 中小企業応援センター事業による外部専門家活用の取組み 

動機（経緯） 

・北陸地区の金融機関では初となる地域力連携拠点（経済産業省が支援機

関から選定）の採択を受け、平成 21 年度に事業実施、今年度も引き続

き中小企業応援センター事業を経済産業省中部経済産業局より受託。 

・同事業では中小企業の高度専門的な経営課題解決と地域支援機関の能力

補完ためにコーディネーターを設置し、各種外部専門家を派遣した。 

・事業体として当行と石川県中小企業団体中央会とのコンソーシアムを組

成し、「かが能登かなざわ中小企業応援センター」の名称で事業実施し

た。  

取組み内容 

・行員によるコーディネーター3 名、外部人材によるコーディネーター3

名（中小企業診断士など）を設置し、地元企業の経営相談に応じた。 

・相談内容に応じ専門家を派遣し、技術やデザイン、ＩＴ化等の課題解決

支援を実施した。 

・当行、中央会の案件にとどまらず、石川県内 5 信金、業界団体、税理士

からの支援要請にも対応した。 

・石川県中小企業団体中央会をはじめとしてその他の支援機関と連携して

以下のセミナー等の開催を行った。 

成果（効果） 

（1）応援センター専門家派遣実績（4 月 1 日～3 月 31 日） 

 当行 中央会 合計 

派遣企業数 85 社 53 社 138 社

派遣回数 254 回 149 回 403 回

 当行の派遣は営業店、関連会社、税理士の依頼によるもの 

 中央会の派遣は各業界団体、信用金庫からの依頼によるもの 

（2）公的認定制度実績                 （件数） 

制度名 当行 中央会 合計 

活性化ファンド 9 0 9 

経営革新 2 5 7 

農商工連携 0  1 

石川･金沢ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ 3 0 3 

合計 14 6 20 

（3）セミナー等実績 

 実施時期 参加者 

「かが能登かなざわ食の逸品商談会」 11 月 30 社

「キーワードで読むデザイン戦略セミナー」 2 月 108 名

「小出宗昭経営革新塾」（個別経営相談会） 3 月 11 名

（4）応援センター評価 

・全国先進的（優秀）支援事例の選定について 

応援センターの支援事例の中から優秀事例 22 件が選定され、当行案件
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名  静岡銀行） 

タイトル 「しずぎん成長分野応援プロジェクト」への取組み 

動機（経緯） 

・ 政府の成長戦略等で示されている成長分野に対する支援活動を一層強化

し、地域企業の新たな分野への挑戦や経営の革新、事業の再構築などをサ

ポートすることを目的とする。 

・ 本プロジェクトでは、「医療・介護」、「環境」、「海外進出支援」、「農業」、

「事業承継」の５分野について取組みを強化する。 

取組み内容 

・ 成長分野への事業展開にともなう経営課題に対するソリューションの

提供 

⇒経営コンサルティングや海外進出支援、ビジネスマッチング、ＩＳＯ

１４００１認証取得支援等。 

・ 資金供給スキームの提供 

⇒環境格付融資などによる環境対策への支援強化のほか、ベンチャー企

業投資に向けた資金面のサポート、個別のニーズに応じた各種融資商品

の提案等。 

・ 起業・公的支援制度の申請サポート 

⇒国、自治体、大学、その他の外部機関等との連携強化により、起業や

各種公的支援制度に関する申請サポートの実施等。 

成果（効果） 

・ 「医療・介護」「環境」「海外進出支援」「農業」「事業承継」の５分野に

ついて、取引先向けセミナーを実施した。 

1 月 18 日「Ｍ＆Ａセミナー」（事業承継分野） 

1 月 21 日「リスクとチャンスに対応するための環境マネジメントシステ

ム」（環境分野） 

1 月 24 日「医療機関向け病院食セミナー」（医療・介護分野） 

1 月 26 日「アジア展開応援セミナー＆相談会（第 1 回）」（海外進出支援

分野） 

1 月 28 日「農商工連携・6 次産業化応援セミナー＆相談会（第 1 回）」（農

業分野） 
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・技術相談 等

成長ステージに応じた資金供給スキーム
成長ステージに応じた資金供給スキーム

お客さまの成長段階に応じた

適切なファイナンススキームを提供

・各種融資商品 ・ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｽ
・シンジケートローン ・ＡＢＬ、ＰＦＩ
・私募債引受 ・リース

・投資 等

外部機関外部機関

国国

自治体自治体

大学
大学

■政府系金融機関

■専門コンサルティング会社 等

情報連携・活用
外部機関を通じた

お客さまのサポート

その他その他

 

 

平成 22 年 12 月 1 日現在

環境格付融資
環境格付私募債「ECOBON」

省エネセミナー
エコアクション、ISO14001取得支援

環境事業へのサポート環境事業へのサポート

静岡・浜松・沼津に医療専担者を配置
医療機関向けセミナー
新規開業支援

医療事業へのサポート医療事業へのサポート

海外ネットワーク※によるサポート
海外ビジネス支援セミナー
しずぎん海外情報サービス

海外進出へのサポート海外進出へのサポート

農業経営アドバイザーによる事業サポート
しずぎん＠ｇｒｉｃｏｍ（アグリコム）
（地産地消支援の商談会開催等）
農商工連携サポート（認定申請支援等）
6次産業化応援セミナー

農業事業へのサポート農業事業へのサポート

ビジネスマッチング（商談会）
BCP（事業継続計画）策定サポート

公的支援制度の申請サポート
技術相談による新事業支援

その他その他

※海外支店：香港、ニューヨーク、ロスアンゼルス

海外駐在員事務所：上海、シンガポール

現地法人：欧州静岡銀行（ベルギー・ブラッセル）

提携銀行：クレディ・アグリコル銀行、中国建設銀行、バンコック銀行

環境格付融資
環境格付私募債「ECOBON」

省エネセミナー
エコアクション、ISO14001取得支援

環境事業へのサポート環境事業へのサポート

静岡・浜松・沼津に医療専担者を配置
医療機関向けセミナー
新規開業支援

医療事業へのサポート医療事業へのサポート

海外ネットワーク※によるサポート
海外ビジネス支援セミナー
しずぎん海外情報サービス

海外進出へのサポート海外進出へのサポート

農業経営アドバイザーによる事業サポート
しずぎん＠ｇｒｉｃｏｍ（アグリコム）
（地産地消支援の商談会開催等）
農商工連携サポート（認定申請支援等）
6次産業化応援セミナー

農業事業へのサポート農業事業へのサポート

ビジネスマッチング（商談会）
BCP（事業継続計画）策定サポート

公的支援制度の申請サポート
技術相談による新事業支援

その他その他

※海外支店：香港、ニューヨーク、ロスアンゼルス

海外駐在員事務所：上海、シンガポール

現地法人：欧州静岡銀行（ベルギー・ブラッセル）

提携銀行：クレディ・アグリコル銀行、中国建設銀行、バンコック銀行
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 三重銀行） 

タイトル 
三重県農林水産支援センターとの共催で｢みえの食オンライン商談会｣を

実施 

動機（経緯） 
三重県産農林水産物や加工物を取扱う事業者に対して、新たな事業展開、

販路開拓をサポートする取組を行うため。 

取組み内容 

オンラインストアを運営する大手小売業者バイヤー(４社)と当行関連会

社が運営するインターネット販売サイト担当者に対して、個別に商品提案

をできる商談会を開催し、農林水産物の生産、加工、販売を行っている事

業者に新たな販路の開拓の機会を提供する取組を行った。 

成果（効果） 
各バイヤーより参加者に対して、取扱開始の意向が伝えられており、現在

商談を開始している。 
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㈱三重銀行 総合企画部 広報室 
四日市市西新地 7-8  TEL059-354-7172 

大切なこと、 

大切に   
 
各 位                                                    2011 年 8月 26日 

                                                              株式会社 三 重 銀 行 
 
 

「平成 23 年度 『みえの食』 オンラインストア提案会」の開催について 
～三重県産食材の魅力を全国に発信するための機会をご提供します～ 

 
 

株式会社三重銀行（本店：四日市市、頭取：種橋 潤治）と、財団法人三重県農林水産支援セ

ンター(松阪市、理事長：中西 正明)は、｢平成 23 年度 『みえの食』 オンラインストア提案会」を

下記のとおり開催します。 

本イベントは三重県が共催するもので、三重県産食材及びその加工品を取り扱う事業者及び

団体のみなさまと、ネット販売を手がける大手流通業者の食品担当バイヤーとの商談の場を提供

するものです。 

当行では、このようなビジネスマッチング業務を通じて、地元企業の支援、地域経済の発展に

貢献してまいります。 
 

記 

 

１．名     称   平成 23 年度 『みえの食』 オンラインストア提案会 
 

２．日     時   2011 年 10 月 19 日(水) 10 時 00 分～16 時 30 分 
 

３．場     所   三重県総合文化センター (津市一身田上津部田 1234) 
 

４．主     催   財団法人 三重県農林水産支援センター 

             株式会社 三 重 銀 行 
 

５．共     催   三 重 県 
 

６．対  象  者   三重県産農林水産物またはその加工品を取扱う農林水産業者、食品加工事業者、 

流通販売事業者、飲食･サービス事業者等 
 

７．参加バイヤー   イトーヨーカドー、高島屋、マックスバリュ、松菱、リージョネット三重 他 
 

８．申 込 方 法   参加を希望する事業者、団体は、三重銀行のお取引部店または下記までお問い合

わせください。 
 

９．そ  の  他    参加料はいただきません。 

また、参加者に対して、9 月 22 日（木）に事前説明会を開催する予定です。 

 

以 上 

 
 

            【本件に関するお問い合わせ先】 

業務統括部 中尾  TEL (059) 354-7120 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 但馬銀行） 

タイトル 知的資産経営報告書作成支援 

動機（経緯） 

・中小企業者には、独自の技術力や組織力、優秀な人材といった目に見え

にくい資産（知的資産）を有しているにも関わらず、その知的資産を経

営に活かしきれていない先が多い。  

そこで、知的資産を自社の「強み」として認識し、ステークホルダーに

企業価値をアピールする「知的資産経営」について学んでもらうことの

必要性を感じていた。  

取組み内容 

・兵庫県の外郭団体である（公財）ひょうご産業活性化センターと連携し

て、中小企業経営者を対象として「知的資産経営支援専門セミナー」を

２回開催し、知的資産をアピールするツールである「知的資産経営報告

書」の内容について学んでいただくとともに、報告書の作成方法等につ

いて専門家による指導を行った。  

・「知的資産経営報告書」の作成に取組む先に対しては、（公財）ひょうご

産業活性化センターより専門家派遣を受け、報告書の作成支援を行っ

た。 

成果（効果） 
・セミナー等により周知を行った結果、９社が「知的資産経営報告書」の

作成に取組み、６社が完成、３社がサマリー版までの作成を行った。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 中国銀行） 

タイトル 取引先企業の海外ビジネス強化にむけた取組み 

動機（経緯） 

中国をはじめとするアジア地域に進出する取引先の増加に伴い、取引先

の抱える問題が広範・専門的になる中で、営業店・海外拠点・本部の連携

強化を目的として平成 23 年 2 月「アジアデスク」を設置した。 

取組み内容 

・海外進出取引先への対応 

・取引先の海外情報の一元管理 

・海外拠点が発信する情報の整備 

・専門的ノウハウ・知識の蓄積 

・外部機関との連携強化（業務提携やビジネスマッチング契約） 

・本部各部との情報交換・意見交換 

・若手行員のための人材育成 

・国際業務推進の実践強化・企画強化 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

・海外での販売先・仕入先の発見 

・海外情報が営業店経由でタイムリーに取得できる 

【当行（金庫・組合）にとっての成果】 

・外為手数料の増加 

・海外融資案件（親子ローン等を含む）の案件取込み 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 山口銀行） 

タイトル コンサルティング機能の発揮に向けた人材育成 

動機（経緯） 

中期経営計画に掲げる「個人ＦＰ力・法人融資力と経営コンサルティング

力の強化」により多様化するお客様ニーズに対応し、収益力強化を目指す。

取組み内容 

（１）研修・トレーニーの実施、他業種・専門機関等への研修派遣の実施

① 融資渉外強化研修Ⅰ～Ⅳ（全 4 回インターバル研修、行内）の実

施 

② 審査トレーニー・法人営業トレーニー（行内）の実施 

③ 経営コンサルタント養成講座・中小企業診断士養成課程（日本生

産性本部）への継続派遣 

          

（２）相談能力向上を目的とした公的資格取得の推進 

    行員の上位職位への昇格条件にＦＰ資格取得を追加 

    

（３）自己啓発の推進 

   ① 通信講座（金融円滑化、アグリビジネス、医療・介護関連他）の

採用 

   ② 休日セミナーの拡充 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

 顧客は、研修・トレーニーで専門的な知識を身につけた行員による質の

高いコンサルティングを受けることができる。 

【当行にとっての成果】 

（１）平成２２年度実施の「融資渉外強化研修Ⅰ～Ⅳ」受講者（３４名）

について、必須課題の通信講座「法人融資渉外基礎コース」は全員修

了認定となり、一定の知識習得が認められる。 

（２）平成２３年３月現在のＦＰ資格取得者数は１，１４６名であり、平

成２１年度の９７３名から１７３名増加しており、堅調な推移が認め

られる。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 山口銀行） 

タイトル 
地元企業の海外展開にかかるコンサルティング、ビジネスマッチングの 

実施 

動機（経緯） 

地銀有数の海外拠点を有する銀行として、海外拠点を活用し、地元企業の

海外展開を積極的に支援する。 

取組み内容 

（１）海外ビジネスマッチングフェアに係る情報提供 

・ 平成 22 年 7 月に青島で開催された環境関連の「第４回緑色産業国

際博覧会」について情報提供を行い、北九州地区、広島地区の企業

６社が出展した。 

（２）海外進出にかかるコンサルティング 

・ 企業の要請により個別に企業を訪問してコンサルティングを実施

している。22 年度以降、広島、山口、周南、宇部、北九州等の企業

から中国、ベトナム等への進出について依頼を受け、コンサルティ

ングを実施した。 

・ 平成２２年 10 月に北九州市で同市と共催で「アジアビジネスセミ

ナー」、広島市で「中国ビジネスセミナー」を実施し、中国、台湾

のビジネス事情等について情報提供を行った。 

 

成果（効果） 

 「第４回緑色産業国際博覧会」では、環境ビジネス企業に対し、中国で

の販路開拓の機会を提供できた。 

 海外進出に関するコンサルティングを実施した企業には、その後実際に

中国現地法人の開設に向け準備を進めている企業もあり、一定の効果が

あったと認識している。 

 北九州市、広島市で開催したセミナーでは、中国、台湾でのビジネスに

ついて一般的な情報を提供した。 
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平成 22年 3月 31日
各  位

株式会社 宮崎銀行
みみやぎん介護事業支援ファンドの創設について

 株式会社宮崎銀行（頭取 小池光一）は、宮崎県および鹿児島県の介護事業を育成するために、
総額１００億円の「「みやぎん介護事業支援ファンド」を創設いたしますのでお知らせします。
 全国的に少子・高齢化が進む中で、特に宮崎県は全国平均よりも 5年程度早いペースで高齢化が進
んでいます。本ファンドにより介護事業へ積極的に資金供給することで、介護事業参入を促進し、高
齢者の暮しを支える介護サービス基盤の整備を支援してまいります。
また産業構造の変化に伴い、これまでの業態を見直して介護事業へ進出したり、独立して新たに介

護事業を始めるなど、介護分野へ進出する動きが活発化しています。こうした介護事業への参入を支
援することで新たな雇用創出にも貢献したいと考えております。

記
１. ファンド概要

※ 貸付に際しましては、当行所定の審査を実施させていただきます。

（１）ファンド名 みやぎん介護事業支援ファンド 
（２）形 態 貸付 
（３）対象者 宮崎県または鹿児島県に本社もしくは事業所を有する法人および個人の方 
（４）資金使途 以下の取り組みに必要な設備資金・運転資金および同一使途での借換資金 

① 介護保険サービスを提供するのに必要な施設の建設・改修および 
 業務の運営に係る費用 
② 高齢者向け住宅施設（有料老人ホーム・高齢者専用賃貸住宅・ 
  高齢者優良賃貸住宅など）の建設・改修費用 
③ 上記①・②の介護事業者への賃貸を目的とした施設の建設・改修費用 

（５）ファンド枠 総額１００億円 

（６）利 率 当行基準金利から 0.5%以上の割り引き 

（７）返済方法 

（８）期 間 

（９）担保/保証人 
資金使途、事業計画などを踏まえ決定 

（１０）サポート
体制 介護事業サポートデスクの設置 

The Miyazaki Bank, Ltd.

  Ｍ
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２２. ファンドの特徴
  当行営業支援部内に介護事業サポートデスクを設置し、質の高い介護サービスが提供できるよう、

事業運営をサポートいたします。

３. 介護事業サポートデスクについて
 （１）設置の目的
    質の高い介護サービスの提供を継続するには、経営の安定が欠かせません。当デスクでは「み

やぎん介護事業支援ファンド」のご利用者（ご利用予定者も含む）を対象に事業運営上、必要
となる各種サポートを行ないます。

 （２）サポート内容

以上

事業運営サポート 

① 財務面 
  新事業開始 6ヵ月後、12ヵ月後に事業計画書へのモニタリングを 
  行い、問題点や課題解決へのアドバイスをいたします。 
② 運営面 
  各種セミナー、勉強会の開催 

新規開業・ 
事業拡大サポート 

① 市場調査 
② 収支シミュレーション作成 
③ 介護保険制度や政策動向の調査 など 

資金調達 ① 新規開業、増改築資金 など 

その他 ① 事業承継、Ｍ＆Ａ、退職金制度  
② 介護保険制度等の関連情報調査 など 

 
   /   T 0985-32-8329  
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平成 21年 7月 1日 
各 位 

株式会社 宮崎銀行

宮崎ネオアグリ投資事業有限責任組合の設立について

宮崎銀行(頭取 小池 光一)は、宮崎県の基幹産業である農業・農業関連業種の発展に
寄与するため、『宮崎ネオアグリファンド』を設立致しましたのでお知らせします。
本ファンドにより、長期安定的な資金を供給することで、宮崎県の農畜産業者の方々

が安全な農産物生産に専念できる環境を醸成し、また、規模の拡大により産地間競争力
の強化を図ることで、消費者に安心・安全な食品を提供していくことに加え、農業を核
とした産業を活性化させることによる雇用創出を目的として設立したものです。
本ファンドの特徴は、「地域金融機関が一体」となって地域農業支援に取組む点であ

り、農業関連ファンドとしては全全国初の取組になります。
今後も、当行では地域金融機関および農業関連業種との連携を密にしながら、地域農

業発展に貢献していきます。

【ファンド概要】
1. ファンド名
宮崎ネオアグリ投資事業有限責任組合

2. ファンドコンセプト
地域金融機関および農業関連事業法人が一体となり、宮崎の農業の発展に貢献する
※農業の範囲：農畜産物生産者・食品加工(製造)業・食品流通(販売)業

3. 投資対象先
宮崎県内に本社もしくは事業拠点を有する農業法人、食品加工(製造)業および食品
流通(販売)業

4. 投資形態
社債・株式・新株予約権・新株予約権付社債
※1社あたりの投資上限額は 200百万円

5. 期間
平成 21年 7月 1日～平成 29年 6月 30日(8年間)

The Miyazaki Bank, Ltd.

  Ｍ
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6. ファンド規模および組合員
ファンド総額：5億 5,000万円

( )
1

269
50
50
30
30
50
50
20

550

 

7. ファンドスキーム

     

5 5,000 ( )
( )

【本件に対するお問い合わせ】
宮崎銀行 営業支援部 有山(0985-32-8329)
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